
特定非営利活動法人キドックス賃金規程 

 

第１章 総 則 

第１条（目的） 

 本規程は、就業規則第３５条に基づき、従業員の賃金に関する事項を定めるも

のである。 

 

第２条（適用範囲） 

 本規程は、就業規則第２条に定める全ての従業員に対し適用する。ただし、第

４章の賞与に関する規定は正社員のみに適用する。 

 

第３条（賃金の種類） 

 賃金の構成は、次のとおりとする。 

 

賃金  給与 基準内給与 基本給 

役職手当 

資格手当 

基準外給与 通勤手当 

残業代 法定内残業手当 

時間外労働手当 

休日労働手当 

深夜労働手当 

賞与  

 

２ 前項に定める基準内給与は残業代の計算の基礎とし、基準外給与は残業代の

計算の基礎としない。 

３ 第１項に関わらず、労働基準法第４１条に規定する監督若しくは管理の地位

にある者、あるいは機密の事務を取り扱う者に対しては、時間外労働手当および

休日労働手当を適用しない。 

 

第２章 給与計算および支払い方法 

 

第４条（計算期間および支払日） 

 給与の計算期間および支払日は、次のとおりとする。 

 

給与計算期間 当月 1日から当月末日（給与締切日） 

給与支払日 翌月２５日 

 

２ 支払日が休日にあたるときは、その日前の直近の休日でない日に支払う。 



 

第５条（給与の支払いおよび控除） 

 給与は、全額通貨で直接従業員に支払う。ただし、従業員の同意により、従業

員が指定した本人名義の金融機関口座への振り込みによって支払うことができる。 

２ 前項にかかわらず、次の各項目を給与から控除するものとする。 

（１）源泉所得税、住民税 

（２）健康保険料、厚生年金保険料、介護保険料、雇用保険料 

（３）その他、控除する旨あらかじめ労使協定にて定めたもの 

３ 給与明細は、毎月の支払日以降に給与計算 freee にログインして確認するもの

とする。 

 

第６条（語句の定義） 

 本規程の給与計算における語句の定義は次のとおりとする。 

 

語句 定義 端数処理 関連 

条文 

日単価 （基準内給与＋基準外給与（通勤手当除

く））÷月平均所定労働日数 

円未満 

四捨五入 

第９条 

時間単価 （基準内給与＋基準外給与（通勤手当除

く））÷月平均所定労働時間 

円未満 

四捨五入 

第１０

条 

割増時間

単価 

基準内給与÷月平均所定労働時間 円未満 

四捨五入 

第１５

条 

月平均所

定労働日

数 

年間所定労働日数÷１２ １日未満 

切り捨て 

― 

月平均所

定労働時

間 

所定労働時間×月平均所定労働日数 ― ― 

 

２ 本規程の給与計算に使用する時間数の単位は次のとおりとする。 

 

区分 単位 関連 

条文 

遅刻時間数 

早退時間数 

１分単位 第１０

条 

法定内残業時間数 

時間外労働時間数 

休日労働時間数 

一給与計算期間におけるそれぞれの合

計時間数について、３０分未満の端数

は切捨て、３０分以上の端数は１時間

第１５

条 



深夜労働時間数 に切り上げる 

 

第７条（休職中の給与） 

 就業規則第１０条により休職を命ぜられた期間については、基本給および諸手

当を支給しない。 

 

第８条（休暇休業等の給与） 

 就業規則第３２条の年次有給休暇を取得した場合は、出勤したものとして、

「通常の賃金」を支給する。就業規則第３３条の慶弔休暇を取得した場合は、基

本給および諸手当を支給しない。 

２ 事業所の責に帰すべき事由により休業したときは、休業手当を支給する。休

業手当の額は「平均賃金」の６割とする。 

 

第９条（中途入社、退職者等の給与計算） 

 基本給を月給で支給を受ける者で、給与計算期間の途中に入社、退職等した従

業員の給与については、給与の日単価に出勤日数を乗じて求める。 

 

第１０条（遅刻、早退、欠勤による給与の減額） 

 遅刻、早退については、給与の時間単価に遅刻、早退の月合計時間数を乗じ、

給与から差し引くものとする。 

２ 欠勤については、給与の時間単価に所定労働時間数及び欠勤日数を乗じ、給

与から差し引くものとする。 

 

第３章 基本給および手当 

第１１条（基本給） 

職員の給与はキャリアパス表（別表１）の基準により該当等級の範囲内で決定

し、支給する。 

２ 経済情勢の変動または福祉サービス等報酬の改定等がある場合には、キャリ

アパス表の改定を行うことがある。 

 

第１２条（昇給昇格） 

職員が良好な成績で勤務したときは、昇給昇格させることができる。 

２ 昇給・昇格は、別に定める評価基準（別紙１）、昇給額（別表２）により、

予算の範囲内で行うこととする。 

３ 前項の規程にかかわらず、特に昇給・昇格させることを適当と認めた者につ

いて は、特別に昇給・昇格を行なうことができる。 

４ 職員の給料が、キャリアパス表（別表１）の階層（等級）における最高額で

ある場合又は最高額を超えている場合は、その者が同一職務の等級にある間は昇

給しない。 

５ 基本給の改定（昇給、据置、降給）は、原則として毎年 4 月 1 日に行うもの

とし、各人の勤務成績、能力等、および会社の業績に応じ改定額を決定する。 

６ 前項にかかわらず、会社の判断により臨時に基本給の改定を行う場合がある。 

 



第１３条（通勤手当の支給） 

通勤手当は、通勤に係る実費相当として会社が認めた額を支給する。ただし、

通勤経路および方法はもっとも合理的かつ経済的であると会社が認めたものに限

る。  

２ 通勤手当の上限は、月額 2万円とする。 

 

第１４条（残業代） 

 残業代は、次の労働に対し支給する。 

（１）法定内残業 ： 所定労働時間を超え法定労働時間以下の労働 

（２）時間外労働 ： 法定労働時間を超える労働 

（３）休日労働    ： 法定休日の労働 

（４）深夜労働    ： 深夜時間帯（２２時から５時）の労働 

２ 残業代は、次のとおり算定し支給する。 

（１）法定内残業手当   ＝ 割増時間単価×１００％×法定内残業時間数 

（２）時間外労働手当   ＝ 割増時間単価×１２５％×法定時間外労働時間

数 

（３）休日労働手当   ＝ 割増時間単価×１３５％×休日労働時間数 

（４）深夜労働手当   ＝ 割増時間単価× ２５％×深夜労働時間数 

 

第１５条（資格手当） 

資格手当は、個人が取得した資格を保有している者のうち業務に従事し有用と

認めた者に対し支給する。  

２ 資格手当は、資格手当支給額表（別表３）に定める額を支給する。 

 

第４章 賞 与 

第１６条（賞与） 

 原則として年２回、６月および１２月に賞与を支給する。ただし、会社の業績

の悪化その他やむを得ない事由がある場合は、支給時期を延期し、または支給し

ないことがある。 

２ 賞与の額は、社員本人の能力、勤務成績、勤務態度を評価した結果と、会社

の業績を考慮してその都度決定する。 

３ 賞与の評価対象期間は、毎年４月１日から９月３０日まで（１２月支給）、

１０月１日から３月３１日まで（６月支給）とし、支給日当日に会社に在籍し、

かつ評価対象期間に通常の勤務をしていた者に対して賞与を支払うものとする。 

４ 賞与の明細は、支給時に給与計算 freeeにログインして確認するものとする。 

 

附則 

 本規程は、平成２９年４月１日より適用する。 

本規程は、令和３年６月１日より改訂適用する。 

 


